事　務　執　行　概　要
資源循環課

総務・企画グループ

１　総務事務について
　　室内の給与、物品購入管理事務など庶務事務を掌るとともに、室業務の連絡調整等に関する事務を行い事務事業の適正な執行に努めた。

　　
２　企画調整について
　　室業務に関する議会、国家要望、各種調査照会、広報・広聴など企画事務について、室内、部内及び庁内の連絡調整を行い、迅速かつ適正な事務処理に努めた。

リサイクルグループ
１　大阪府循環型社会推進計画の推進
平成28年度に策定した「大阪府循環型社会推進計画」（目標：平成32年度）に基づき、資源の循環的利用のほか、廃棄物の排出・処分量の抑制、適正処理等を推進するため、市町村と連携した３Ｒの推進、家庭における食品ロスの発生抑制に関する取組みを推進した。
また、計画の進捗管理のため、数値目標の達成状況や施策等の実施状況を確認し、平成29年９月に報道提供を行った。
２　一般廃棄物減量化・リサイクル対策の推進
(1) 容器包装リサイクルの推進
平成28年度に策定した「第８期大阪府分別収集促進計画（平成29年度から平成33年度）」を踏まえて、府内市町村における容器包装廃棄物の分別収集の実績等を調査してウェブサイトで情報提供するなど、府内における容器包装廃棄物の発生抑制や分別収集を促進した。
(2) 大阪府魚腸骨処理対策協議会の運営
市町村では処理が困難な魚腸骨（魚あら）の適正な処理を図るため、府・府内市町村・府内清掃一部事務組合で設置した「大阪府魚腸骨処理対策協議会」を通じ、魚腸骨の広域処理事業を実施した。
(3) 小型家電リサイクル制度についての市町村への情報提供
小型家電リサイクルに関する国等の動向について、市町村に情報提供を行った。
小型家電リサイクル法に基づく回収を実施している府内の市町村数：27市町（平成29年６月末時点）

平成29年９月21日に大阪市と連携して府庁別館１階に小型家電回収ボックスを設置。
回収実績：パソコン32台、スマートフォン7台等（平成30年３月末時点）
３　食品ロス削減対策の取組み【新規】
環境農林水産総務課（食品ロス削減対策チーム事務局）と連携し、食品関連団体や事業者、国及び他府県等を対象にヒアリングを行い、発生抑制や有効活用の取組みを調査した。
また、食品ロス削減対策を効果的に推進するため、シンポジウム（平成30年２月６日）や　　　キャンペーンを実施するとともに、市町村職員等を対象とした啓発事例集を作成し、その活用方法に関する講習会（３回）を開催した。
施設整備グループ　　

１　一般廃棄物処理施設の整備促進
「廃棄物の処理及び清掃に関する法律」に基づき、市町村等に対する必要な技術的援助を行うとともに、循環型社会形成推進交付金等に関する事務等、一般廃棄物処理施設の整備に関する促進業務を実施した。

　

循環型社会形成推進交付金等の交付を受けた事業数（延べ件数）

	区　　　分
	平成２７年度
	平成２８年度
	平成２９年度


	計画支援事業
	３
	１
	１

	長寿命化総合計画策定支援事業
	２
	２
	０

	マテリアルリサイクル推進施設
	３
	３
	１

	エネルギー回収型廃棄物処理施設等
	４
	４
	４

	基幹的設備改良事業
	０
	１
	２

	計
	１０
	１１
	８


２　一般廃棄物処理施設の届出受理、許可及び定期検査
　「廃棄物の処理及び清掃に関する法律」に基づき、一般廃棄物処理施設の設置・変更に関する許可、届出の受理及び定期検査等に関する業務を行った。

	区　　　分
	平成２７年度
	平成２８年度
	平成２９年度

	許可件数（徴収手数料:円）
	1件（94,000円）
	0件
	0件

	許可証の再交付（徴収手数料：円）
	0件
	1件（1,500円）
	0件

	定期検査申請（徴収手数料:円）
	0件
	2件（66,000円）
	0件

	設置・変更に関する届出件数
	6件
	1件
	0件

	軽微変更等届出件数
	16件
	14件
	31件

	施設の特例に関する届出
	1件
	7件
	3件


　
３　一般廃棄物処理施設に係る指導

設置の届出受理及び許可を行った一般廃棄物処理施設について、適切な維持管理状況等の指導を行った。特に、一般廃棄物焼却施設及び一般廃棄物最終処分場については、次のとおり立入検査、検体採取を実施し、基準遵守状況の確認を行った。

	区　　　分
	平成２７年度
	平成２８年度
	平成２９年度

	対象市町村等数
	２２
	２２
	２２


検査分析業務

委託先　平成２９年４月～平成３０年３月　　一般財団法人関西環境管理技術センター

検体採取件数

	年　度
	区　分
	件　数

	２７
	ばいじん
	２２

	
	焼却灰
	１５

	
	放流水
	３

	２８
	ばいじん
	２２

	
	焼却灰
	１５

	
	放流水
	３

	２９
	ばいじん
	１８

	
	焼却灰
	１２

	
	放流水
	１


４　災害廃棄物対策の推進
災害発生時の生活ごみ、避難所ごみ、し尿及び災害廃棄物について、生活環境保全及び公衆衛生を確保しつつ、再生利用等を図りながら、迅速かつ適正に処理することを目的として、平成29年３月に策定した「大阪府災害廃棄物処理計画」に従い、協力・連携体制の拡充を図るとともに、環境省と連携して府・市町村職員等を対象に図上演習を実施した。
また、「大規模災害発生時廃棄物対策近畿ブロック協議会」において、平成29年７月に「近畿ブロック大規模災害廃棄物対策行動計画」を策定するなど広域的な処理体制の充実を図った。
環境産業技術グループ

１　堺第７－３区管理事業

　　産業廃棄物最終処分場である堺第７－３区については、廃棄物受入事業終了に伴い(財)大阪産業廃棄物処理公社が平成17年度末で解散し、平成18年度に大阪府が管理事務の移管を受けた。

堺第７－３区を適切に管理するために、浸出水等が周辺環境へ影響を及ぼさないよう、引き続き排水処理施設及び水質改善設備の維持管理、ならびに水質の環境調査等を行った。また、護岸を計画的に補修していくために、平成23年度に実施した護岸の現況調査の結果を踏まえ、補修が必要な泊地側護岸の被覆防食工事（継続）を行うとともに、著しく老朽化している雨水排水路の改修工事、フェンスの維持補修等を行った。

　　土地の有効活用に努めるため、堺第７－３区土地利用基本構想に基づき、民間事業者や国等行政機関に対し土地貸付を行った。（24件、貸付料収入 161,411千円（うち特定財源57,747千円））

　　・根拠法令：廃棄物の処理及び清掃に関する法律

（単位：千円）
	年　度
	区　分
	財　源　内　訳
	合　計

	
	
	国　庫
	地方債
	その他
	一般財源
	

	２７
	予　算　額
	0
	0
	55,657
	68,699
	124,356

	
	決　算　額
	0
	0
	55,657
	62,646
	118,303

	
	内訳
	予算執行機関配当額
	0
	0
	0
	74,714
	74,714

	
	
	執　行　額
	0
	0
	55,657
	△12,068
	43,589

	２８
	予　算　額
	0
	0
	55,391
	69,985
	125,376

	
	決　算　額
	0
	0
	55,391
	58,599
	113,990

	
	内訳
	予算執行機関配当額
	0
	0
	0
	72,077
	72,077

	
	
	執　行　額
	0
	0
	55,391
	△13,478
	41,913

	２９
	予　算　額
	0
	0
	55,593
	69,997
	125,590

	
	決　算　額
	0
	0
	57,747
	53,893
	111,640

	
	内訳
	予算執行機関配当額
	0
	0
	0
	70,882
	70,882

	
	
	執　行　額
	0
	0
	57,747
	△16,989
	40,758


２　フェニックス事業について
「広域臨海環境整備センター法」に基づく大阪湾圏域広域処理場整備事業（フェニックス事業）を、関係地方公共団体と協議・調整等を図り、国家要望を行うなどにより、その事業促進に努めた。

・広域処理対象区域（環境大臣指定）：近畿2府4県168市町村（H30.3末現在　府内は全市町村）

・広域処理場整備対象港湾（国土交通大臣指定）：大阪港、堺泉北港、神戸港、尼崎西宮芦屋港

３　大阪府エコタウンプラン推進に向けた取組み
　　平成17年に環境省・経済産業省の承認を受けた「大阪府エコタウンプラン」を推進するため、エコタウンへの見学受入れなどを通じてリサイクルに関する情報発信を行った。

　　
４　リサイクル製品認定制度の運用
リサイクル製品に対する需要の拡大を通じて、循環型社会の形成に寄与するリサイクル関連産業を育成し、府内における廃棄物リサイクルをより一層促進するため、リサイクル製品認定制度を運用した。

平成29年度末現在のリサイクル認定製品の品目数は２７４となっている。

また、平成27年６月に大阪府環境審議会からなされた答申を踏まえ、くり返しリサイクルされる製品を『なにわエコ良品ネクスト』として新たに追加する等、平成27年11月に制度改正を行った。
根拠法令等　　大阪府循環型社会形成推進条例第12条
　　　（単位：千円）　　　　
	年　度
	区　分
	財源内訳
	合　計

	
	
	国庫
	地方債
	その他
	一般財源
	

	２７
	予算額
	0
	0
	360
	622
	982

	
	決算額
	0
	0
	252
	90
	342

	２８
	予算額
	0
	0
	468
	△262
	206

	
	決算額
	0
	0
	396
	△282
	114

	２９
	予算額
	0
	0
	576
	△401
	175

	
	決算額
	0
	0
	450
	△300
	150
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